
奪われる日本の国土と富を護り抜く決意1.

失われる日本の食と健康を護り抜く決意2.

壊される日本の教育と国家アイデンティティを護り抜く決意3.

輸入依存から脱却し食料危機への備えを強化行動3.

日本の国柄と国益を守る国家アイデンティティの確立行動5.

●骨太の方針を改め、PB黒字化目標を撤回し、積極財政による経済成長を実現

●消費税減税と社会保障の最適化により国民負担率に 35%上限のキャップをはめる

●脱炭素政策と行き過ぎた再エネ推進を見直す

●グローバル大企業優遇から脱却し、中小企業を支える政策に転換

●インフラの行き過ぎた民営化策の見直し ( 郵政、水道、NTT、鉄道等 )

●家庭用・産業用電気料金を東日本大震災前 (2010 年 ) のレベルに戻す
●外資買収の実態把握と規制の強化 ( 土地、森林、水源地、離島等 )

●目先の人材不足を補うための行き過ぎた外国人労働者流入を抑える

●日本のデジタル主権と個人情報を守る

●国民の資産を外資への投機ではなく、日本産業の成長に向けた投資

●一次産業予算を 3倍に増やし食料自給率を倍増させる

●農林水産事業者の所得補償と兼業農家公務員の拡充

●転作補助金等の実質減反政策から米や大豆、種子、肥料等の国内生産を強化

●食のトレーサビリティと食品表示を強化し「食の知る権利」を守る
●薬やワクチンに依存しない治療 · 予防体制強化で国民の自己免疫力を高める

●新型コロナワクチンの接種推進策の見直しを求める

●対症医療から予防医療に転換し、無駄な医療費の削減と健康寿命の延伸を実現

●子供の健康と農業を守る食育を目指し地産地消の学校給食を推進

●正しい歴史認識と国際世論形成力を養い、日本の歴史や神話を学ぶ教育内容に

●強国の論理や過度なグローバリズムに対抗し、国益を守る人材を育てる

●探求型フリースクールを積極的に地方自治体でつくることができる仕組み

●日本発の言論プラットフォームや SNS を整備し、自由な言論や健全な生活を守る

●日本の伝統的な家族観と世論を軽視した選択的夫婦別姓制度導入に反対

●議論が尽くされず、社会に混乱を招く LGBT 理解増進法と同性婚に反対
●地方議会選挙および国政選挙についても、16 歳以上に選挙権を付与

●中学生段階から主権者教育とともに政治的中立性に配慮するなど政治教育を強化

●半数が死票となる現行選挙は完全比例代表制に変える

●重要法案では国民投票を。その結果を踏まえ国会で改めて採決
●緊急事態条項を含む改憲案等、政府の行き過ぎた行動制限・情報統制に反対

●国民自らが憲法を創る「創憲」に向けた国民運動を推進
●日米地位協定等、戦後の古い秩序を見直し、現代の世界情勢に合わせた戦略的関係を構築

参政党公約

積極財政と減税による経済成長で
失われた30年に終止符を打つ行動1.

外国資本による日本の買収と
過度な移民受け入れに歯止めをかける行動2.

ワクチン薬害問題を党をあげて追究し
被害救済申請の負担軽減と審査を迅速化行動4.

自民党の憲法改正案に反対し
国民自らが憲法を創る「創憲」を推進行動7.

若者が未来の社会を動かす国へ16歳からの投票権行動6.


